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岡山市の相談支援体制

相談支援機関名 主な相談業務の内容 備考

地域活動支援センターⅠ型 ・通所による日中活動（創作的活動・生産活動）
・地域住⺠ボランティアの育成
・医療・福祉・地域の社会基盤との連携強化
・住宅⼊居等支援（居住サポート）
・成年後⾒制度利⽤支援
・障害児等療育支援相談事業

7事業所

地域生活支援拠点 ・24時間365日の相談支援
・介護者の急病や障害者の状態変化等が生じた場合における緊急時対応
（受⼊先確保、必要なサービスのコーディネート等）

3事業所
（H29.10設置済み）

指定特定相談支援事業所 ・基本相談支援
・計画相談支援等（サービス利⽤支援、継続サービス利⽤支援）

51事業所
（H30.12.1現在）

指定一般相談支援事業所 ・基本相談支援
・地域相談支援等（地域移⾏支援、地域定着支援）

地域移⾏:30事業所
地域定着:30事業所
（H30.12.1現在）

保健センター ・障害福祉サービス受付
・精神障害者保健福祉⼿帳、⾃⽴支援医療（精神通医院医療）の受付
・疾病の予防、早期発⾒のための健康相談、健康教育、健康診査など

6センター
（福祉区ごとに設置）

こころの健康センター
（精神保健福祉センター）

・こころの電話相談
・専門相談（⾃死遺族相談、依存症相談、思春期こころの健康相談）
・ひきこもりに関する相談
・精神障害者保健福祉⼿帳、⾃⽴支援医療（精神通院医療）の発⾏

1センター
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相談支援事業の現状
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○福祉に関するアンケート調査（H29.7〜9月実施）によると、今後利⽤したい障害福祉サービス等の中で
「計画相談支援」が39.3％で最も多い。

○1⽉あたりの計画相談支援利⽤者数は、H28年度以降は毎年約50名ずつ増加。一方、計画相談支援
事業所数は、毎年1〜3箇所ずつ増加。

○H30年9月末時点の「サービス等利⽤計画案」作成者6,149人のうち、セルフプランによるものは2,378人
（セルフプラン率38.7％）となっており、セルフプラン率は全国平均17.0％よりも高い。

○地域移⾏・地域定着支援は、 H28年度以降、利⽤者数・事業所数のいずれも伸びていない。

障害福祉サービス等
受給者数 (a)

計画作成済み人数
(b)

達成率
(b/a)

bのうちセルフプラン
(c)

セルフプラン率
(c/b)

6,149人 6,149人 100％ 2,378人 38.7％

平成30年9⽉末までの計画相談実績

（人／月） （箇所）
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成年後見制度利用支援の現状
○平成29年に岡⼭家庭裁判所が管理を開始した件数333件のうち、後⾒が265人（79.6％）で最も多い。
○原因別開始件数では、認知症が179件（53.8％）で最も多い。
その他（てんかん、アルコール依存症、精神遅滞など）が74件で2番目に多く、統合失調症や高次脳機能障害など
精神障害による開始件数の合計は121件（36.3％）にのぼり、知的障害32件（9.6％）よりも多い。

○平成29年度の岡⼭市⻑申⽴件数のうち、精神障害者の件数は9件のみ。
○⾏政は市⻑申⽴案件に随時対応している状況であり、市⻑申⽴以外についての実態把握が不⼗分。
○権利擁護センター等の中核機関が未設置であり、中核機関で扱う案件や解決⼿法について検証が必要。
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内に住所を有し、かつ、管理継続中の件数。（※岡⼭家庭裁判所資料より岡⼭市作成）

68 69 69

110 105
0 1

10

3 3

10 9
6

9 9

0

20

40

60

80

100

120

140

H25 H26 H27 H28 H29

市⻑申⽴件数の推移

精神障害者

知的障害者

高齢者

※各年度（4/1〜3/31）の実績

精神障害（認知症除く）121件

15



○こころの健康センター・健康づくり課
が、研修会や個別ケース対応を通じて
精神科病院とサービス事業者との関
係構築を推進。

○精神科診療所に対して、障害福祉
サービスの利⽤に関する普及啓発を
⾏い、早期に適切なサービスへ繋がる
よう環境整備を進める。

※岡山市障害者自立支援協議会の精神保
健福祉部会において、精神科診療所を
対象とした実態調査（アンケート）を企画・
実施。

○平成30年度中に、
権利擁護に関する
ニーズ調査を実施。

○平成31年度以降、
中核機関において扱
う案件や解決手法に
ついて検証。

○事業所数は少しずつ増加。
○相談支援専門員１名体制の
事業所も多く、事業を継続する
ためのフォローが必要。

○地域活動支援センターⅠ型など、
本市の相談支援体制充実のた
め、更なる強化が求められている。

相談支援体制の課題と今後の方向性

○地域生活支援拠点において、
相談支援専門員に対する実地
研修（OJT）を実施し、相談
支援専門員の人材育成を⾏う。

○基幹相談支援センターについて
は、⾃⽴支援協議会等と協議し
ながら地域の相談支援体制の充
実を図っていく中で、必要性につ
いて検討。
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○市⻑申⽴以外の権利
擁護に係る実態把握
が不⼗分。

○権利擁護センター等の
中核機関が未設置。

○事業所数・利⽤件数はいずれも高⽌
まりしている。

○利⽤件数の増加に固執するのではな
く、精神科病院とサービス事業者が、
退院前に連携できる体制を整えていく
ことが必要。

計画相談支援 権利擁護地域移⾏・地域定着支援
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